






























































































































人（ 平 成 7 年 1 月 17 日 ～ 平 成 8 年 1 月 20 日 の
兵庫県累計）、東日本大震災では、947,000 人（平
成 24 年 3 月 11 日現在：岩手県：339,100 人＋宮

































































































































































































































































ンターがとりまとめた「2012 年度 NPO 支援セン




















































































で約 125 億円に上る巨大組織である 11。
　注目すべきは、その組織特性である。ここでは、



















































北海道 4 3 2 1 3 3 16
青森 6 1 1 3 1 1 1 14
岩手 4 1 1 2 1 1 2 12
宮城 6 1 1 1 2 3 1 15
秋田 0
山形 9 1 1 4 2 1 18
福島 7 3 1 1 1 1 1 15
茨城 7 4 1 7 1 2 1 23
栃木 4 1 1 1 4 1 5 17
群馬 5 2 3 1 5 1 5 2 24
埼玉 5 4 3 1 6 4 2 25
千葉 8 3 2 8 1 1 3 26
東京 4 7 3 1 2 3 3 2 25
神奈川 6 5 4 4 19
新潟 7 1 1 6 1 2 2 20
山梨 4 2 3 1 6 1 2 2 21
長野 4 2 1 1 5 4 1 18
静岡 5 4 1 1 7 3 1 22
富山 6 2 2 1 6 1 4 1 23
石川 14 2 1 3 2 7 29
福井 5 2 1 7 2 4 21
岐阜 6 4 2 1 4 2 1 1 21
愛知 6 6 6 7 2 3 1 31
三重 3 4 1 1 2 1 1 2 15
滋賀 9 3 2 6 1 1 22
京都 7 6 3 1 2 1 2 1 23
大阪 9 7 2 1 4 2 1 26
兵庫 9 4 3 3 2 2 23
奈良 13 5 2 1 5 4 30
和歌山 2 3 1 1 3 2 2 1 15
鳥取 8 1 1 1 4 1 16
島根 3 2 1 3 1 1 2 13
岡山 4 4 1 1 6 2 18
広島 4 2 1 1 5 1 2 16
山口 4 2 1 4 3 1 1 1 17
徳島 4 4 2 1 7 1 1 20
香川 7 4 2 1 2 16
愛媛 8 2 1 5 4 1 21
高知 3 3 1 1 4 1 1 1 15
福岡 8 3 1 1 5 1 1 1 21
佐賀 3 2 1 3 1 1 11
長崎 3 3 2 1 2 2 2 15
熊本 3 3 1 1 3 2 1 14
大分 3 2 1 1 3 1 1 12
宮崎 6 4 1 1 2 2 2 18
鹿児島 2 1 1 6 2 1 13
沖縄 3 2 1 1 3 1 2 2 1 16
合計 260 137 75 27 191 41 91 55 2 2 881
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日本 NPO センター「2012 年度 NPO 支援センター
実態調査報告書」2013 年。
h t t p : / / w w w . j n p o c . n e . j p / w p - c o n t e n t /
uploads/2013/09/research_NPOSupportCenter2
012_ALL.pdf 2015 年 12 月 20 日閲覧
兵庫県企画県民部防災企画局復興支援課
http://web.pref.hyogo.jp/wd33/wd33_000000144.




の推移 / 2015 年 12 月 20 日閲覧
厚生労働省「平成 23 年（2011 年）東日本大震災
の被害状況及び対応について（第 116 報）」2012
年 3 月 23 日
http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/dl/
jishin116.pdf 2015 年 12 月 20 日閲覧
【注】
1　イギリスの政治家ジェームズ・ブライスの有名
な言葉。『近代民主政治』1928 年。
2　2009 年に全国で千葉県野田市が初めて導入した
「公契約条例」がその代表的是正策と考える。
3　さしあたり本稿では、個人のボランティアが組
織化・制度化された主体を NPO（非営利組織）と
しておく。よって両者における最大の差異は、活
動形態や規模であり、本質的な相違はないものと
して論を進める。
4　ただし、なお比較の正当性には疑問が残るのも
事実である。例えば、阪神・淡路大震災の数値は
兵庫県内の合計であり、東日本大震災の数値は東
北三県（岩手県・宮城県・福島県）の合計であり、
単純に比較できない限界を内包している。
5　ここでは、例えばゲーム理論を駆使した精緻な
分析は行わず、大掴みな方向性を示すことにより
論点を明確化することを最優先とする。
6　対応そのものを断念するという選択肢もありえ
る。むしろ、そういった決定に至ることの方が多
いかもしれないが、ここでは議論を単純化するた
め、あくまでも実行するという前提で進める。
7　「協働」の具体的手法として「契約による委託」
を位置づけることも多いであろう。このあたりの
整理分類については、今後の課題としたい。本稿
では、従来型委託とは異なった特性を持つパート
ナーシップ手法を区別する単語として「協働」を
用い議論を進める。
8　改正前までに受託可能な主体は、公共団体、公
共的団体、政令で定める出資法人に限定されてい
た。
9　実態としては、指定管理者制度が行政府の「下
請け」化や「手足」化を促進しているという問題
意識を筆者も強く有しているが、ここではそれに
関連した議論をひとまず置いておくことにする。
10　もちろん、現実にはすべての協働事案をシャー
プなかたちで類型化できるわけではない。また、
例え筆者の類型化に一定の説得力があったとして
も、多くの場合いくつものパターンが複合的に重
なり合って協働による政策が進行しているのは間
違いない。
11　この数字には無数に存在する傘下の関連団体は
含まれていない。
12　上記宮城県社会福祉協議会報告書に掲載されて
いる南三陸町災害ボランティアセンターの発言。
（愛知学院大学大学院経営学研究科 研究員）
